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平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２，６２０ 円 ２，９４７ 円

２，７００ 円 ２，９８４ 円

２，７００ 円 ３，００１ 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本料金       　　          （汚水量   5㎥まで）　  　　　　　　　　 　　　　756円
　　〃                 　　 　　（    〃     5㎥を超え、 10㎥まで）    　　　1,188円
超過料金（1㎥につき）  　（    〃    10㎥を超え、 50㎥まで）   　 　151．2円
 　 〃 　　　　　　　　　　　　（　 〃    50㎥を超え、100㎥まで） 　　 　194．4円
 　 〃　 　　　　　　　　　　　（　  〃  100㎥を超え、300㎥まで） 　　 　237．6円
 　 〃　　　　　　　 　　　　　（　　〃  300㎥を超える部分）　     　　  　280．8円　　　※なお、汚水量は、水道水の使用水量に基づくものである。また、１０円未満の端数は切捨てとなる｡

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系の設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を使用している場合：1月に1人当たり６㎥を使用したものと認定する｡

市の水道水と市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を併用して使用している場合：水道水以外の使用水量を1月に1人当たり３㎥で計
算した水量とし、水道水の使用水量に加えた水量とする｡

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

口之津処理区：28.1人/ha

１処理場（くちのつ水処理センター）

無

処 理 区 数 １処理区（口之津処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実施実績なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適
平成32年4月1日法適（全部適用）予定

南島原市下水道事業経営戦略

口之津処理区：平成16年5月1日（12年）

南島原市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

職 員 数 　９名（課長：１名、総務班：３名（班長１名、班員２名）、整備管理班：５名（班長１名、班員４名））

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した経営比較分析表に補足事項等がある場合は記載すること。

特になし

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

処理場・マンホールポンプ等の運転管理業務を民間委託（1処理区）

民 間 活 用 の 状 況
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1‐
経
営
の
健
全
性
・
効
率
性
に
つ
い
て

①
の
収
益
的
収
支
比
率
に
つ
い
て
、
償
還
金
返
済
が
ピ
ー
ク

を
過
ぎ
て
い
る
た
め
、
今
後
、
数
値
は
僅
か
づ
つ
で
は
あ
る

が
、
改
善
さ
れ
て
い
く
見
込
み
で
あ
る
。
使
用
料
に
お
い
て

は
、
現
在
、
面
整
備
中
で
あ
る
た
め
、
微
増
傾
向
で
あ
る

が
、
総
収
益
に
つ
い
て
は
、
使
用
料
以
外
の
収
入
(雨
水
処

理
負
担
金
・
他
会
計
繰
入
金
)
に
依
存
し
て
い
る
と
こ
ろ
が

大
き
い
。

④
の
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
に
つ
い
て
、
平
成
27
年

度
か
ら
一
般
会
計
負
担
額
の
算
定
方
法
を
見
直
し
た
こ
と
か

ら
、
数
値
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

⑤
の
経
費
回
収
率
に
つ
い
て
、
使
用
料
の
増
加
傾
向
及
び
汚

水
処
理
費
の
減
少
傾
向
に
伴
い
、
数
値
は
微
増
傾
向
で
あ

る
。
数
値
か
ら
も
、
使
用
料
が
少
な
く
、
使
用
料
以
外
の
収

入
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
類
似
団
体
と
の

比
較
で
は
劣
位
で
あ
り
柔
離
し
て
い
る
。

⑥
の
汚
水
処
理
原
価
に
つ
い
て
、
年
間
有
収
水
量
の
増
加
傾

向
及
び
継
続
的
な
維
持
管
理
費
の
経
費
削
減
取
組
み
に
よ
る

汚
水
処
理
費
の
減
少
に
伴
い
、
原
価
は
下
が
っ
て
き
て
い
る

が
、
類
似
団
体
と
の
比
較
で
は
劣
位
で
あ
る
。

⑦
の
施
設
利
用
率
に
つ
い
て
、
今
後
、
大
幅
な
利
用
者
増
は

見
込
め
な
い
た
め
、
今
後
も
横
ば
い
傾
向
と
思
わ
れ
る
。
類

似
団
体
と
の
比
較
で
は
、
優
位
と
な
っ
て
い
る
。

⑧
の
水
洗
化
率
に
つ
い
て
、
今
年
度
、
僅
か
に
滅
小
し
た

が
、
今
後
、
供
用
開
始
か
ら
の
期
間
が
増
え
る
に
つ
れ
、
水

洗
化
率
は
増
加
し
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。

2‐
老
朽
化
の
状
況
に
つ
い
て

・
供
用
開
始
後
間
も
な
い
(1
5年
未
満
)
た
め
、
特
に
コ
メ

ン
ト
な
し
。

全
体
総
括

・
全
体
的
に
み
て
、
数
値
は
改
善
傾
向
で
あ
る
が
、
処
理
区

域
内
人
口
が
5千
人
未
満
の
過
疎
地
域
で
あ
り
、
類
似
団
体

(処
理
区
域
内
人
口
3万
人
未
満
)
の
中
で
も
処
理
区
域
内

人
口
が
少
な
い
。
よ
っ
て
、
有
収
水
量
も
少
な
く
類
似
団
体

と
の
数
値
比
較
に
お
い
て
も
、
劣
位
傾
向
で
あ
る
。

・
面
整
備
中
及
び
償
還
金
返
済
の
ピ
ー
ク
が
過
ぎ
て
い
る
た

め
、
あ
と
数
年
は
、
す
べ
て
の
数
値
に
お
い
て
、
僅
か
づ
つ

で
は
あ
る
が
改
善
傾
向
を
見
せ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
が
、
近

い
将
来
人
口
減
少
に
伴
う
、
料
金
収
入
の
減
は
避
け
ら
れ
な

い
状
況
で
あ
る
。

・
長
期
的
に
経
営
を
継
続
し
て
い
く
に
は
、
今
後
も
料
金
未

納
者
を
極
力
な
く
し
、
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
等
不
断
の

経
営
改
善
努
力
は
も
と
よ
り
、
大
規
模
な
料
金
改
定
も
視
野

に
入
れ
、
繰
入
金
へ
の
依
存
体
質
を
抜
本
的
に
改
革
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
思
わ
れ
る
。
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　未普及解消事業については、平成30年度の事業完了に向け順次整備を実施いたします。
今後の主な事業内容は、管渠工（三軒屋・木之崎地区　2,200ｍ）、マンホールポンプ設置工（７基）、舗装工一式。
　
　浸水対策事業については、平成32年度の事業完了に向け順次整備を実施いたします。
今後の主な事業内容は、木之崎雨水ポンプ場場内整備、開田雨水ポンプ場排水ポンプ増設（φ800・１基）、木之崎水路工事（Ｌ＝265ｍ）。
　
　平成31～32年度に、ストックマネジメント計画策定予定。
平成33年度からは、ストックマネジメント計画に基づく長寿命事業に取り組むこととしています。

　「住みやすい環境で健康に暮らせるまち」を基本理念に、市民の安全で快適な暮らしを守るため、下水道事業を持続的かつ安定的に運営し、快適で安全・安心
に暮らせるまちづくりの実現に努めます。

○快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　本市の下水道普及率（行政人口に対する下水道整備済の処理区域内人口の割合）は、平成２７年度末で１５.８％と全国平均値と比較してかなりの低水準となって
います。これは、市町村合併により下水道整備の未計画を含んでいるためでありますが、市民の生活環境改善や利便性の向上が求められます。
　人口減少や少子高齢化等の社会情勢の変化の中で、市内の地理的、社会的特性に応じた整備手法を取り入れながら、普及率向上に努めます。

○水洗化の促進
　下水道資産の有効利用、料金収入の増加のため、供用開始区域の未接続世帯に対して、現在実施している戸別訪問を継続し、さらに計画的かつ効率的な戸別
訪問指導や水洗化工事に対する融資斡旋制度、補助金制度等の更なる周知を行うなど、積極的な水洗化促進対策を図ります。

○持続可能な安定した事業経営の実現
　施設の効率的な運転管理により、なお一層の維持管理経費の節減に取り組んで行くほか、総務省からの要請に基づき、経営の健全性や計画性・透明性の向上
及び持続可能な下水道事業の推進のため、平成３２年４月に地方公営企業法の財務適用を行い、中長期的視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネー
ジメントの向上に取り組みます。また、今般全国的に発生している地震や風水害等の大規模災害時に下水道が果たすべき機能を維持・回復するため、平成２９年
度に「南島原市下水道事業業務継続計画（BCP）」の策定を行い、減災対策の充実に取り組みます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　使用料については、将来予想される有収水量（人口減少を加味）をもとに収納額を算定しています。
　受益者負担金については、歳入の前年度に供用開始となる世帯を推計し、過去の実績をもとに一括納付者と分割納付者とを按分し、収納額を算定しています。
　国庫補助金及び起債額については、今後10年間における整備計画をもとに歳入額を算定しています。
　また、起債借入については、補助裏のみの借入を基本的な考えとしております。

　一般会計からの繰入金については、雨水処理負担金、分流式下水道に要する経費等、総務省の基準に基づく基準内繰入金及び使用料等では不足する部分を
基準外繰入金として算定しております。

　職員給与費については、現体制の損益勘定職員（２名）及び資本勘定職員（2名）をもとに、実績ベースにより算定しました。
　動力費・薬品費については、将来予想される有収水量をもとに必要経費を算定しました。
　修繕費については、予防修繕を計画的に行うことにより、突発的な経費の発生を抑制しており、実績ベースにより算定しています。
　委託料については、複数年委託などのコスト削減に向けた取組みを既に行っており、今後、大幅な削減は難しいと考え、実績ベースにより算定しています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　単価契約を行うなど経費節減に努めています。

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特になし

　処理場及び管渠は供用開始から12年程度であり、老朽度が比較的低いため、更新に伴う改築や更新
における民間資金・ノウハウの活用に対する検討は行っておりません。処理場の管理については、現在
実施している民間委託の継続を考えております。

特になし

特になし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　滞納整理について、現在未整備の債権管理条例が早期に策定されることがあれば、それにより悪質な
滞納者に対しては、差し押さえ等の措置の検討を行い、回収不能については、執行停止等の処分を検
討したいと考えております。
　未接続対策については、既に行っている戸別訪問を強化・継続し、接続の勧奨を実施します。

活用できる資産がないため、検討を行っておりません。

　現在実施しております地方公営企業法適用業務の固定資産調査を受け、平成32年度から地方公営
企業法の財務規定を適用した経営戦略に見直す予定でありますが、その際に、合併後の検討課題でも
あった使用料の見直しについて、長期的な見通しに立った適正な使用料への見直しを検討することとし
ます｡

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在は管渠整備中で、流量も安定していないため、整備がある程度完了し、維持管理が事業の主体
となった段階で民間活力を活用する方針を検討したいと考えております。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　平成32年度に地方公営企業法の適用により、官庁会計方式から企業会計方式へ会計手法が変更されるのに合
わせて、事後検証及び経営戦略の見直し（ローリング）を行う予定であります。

職員給与費に関する事項

　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏
まえるとともに、他の地方公共団体の均衡を考慮しながら、条例で定め決定し、給与の適正化に努めて
います。職員数については、定員適正化計画を踏まえ、平成３０年度の整備完了後は、職員数の減員
を考えます

動力費に関する事項
　処理場やポンプ場の機器等の更新時には、省エネルギーの機器等の導入をするなど、可能な限り消
費電力の削減に努めます。

修繕費に関する事項

　事業開始から１２年を経過することから、今後は修繕経費が増加傾向にあるため、計画的に修繕を
行っていく必要がある。維持管理面では、現在実施中の地方公営企業法適用業務の資産調査・評価の
完了後に資産管理（アセットマネージメント）を行い、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施し
ていく必要がある。

委託費に関する事項
　現在、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、コミュニティ・プラント
の各施設を一括して発注しておりますが、可能な限り長期継続契約にて行うなど、委託費の節減に努め
ています。

その他の取組 特になし

薬品費に関する事項
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平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２，６２０ 円 ２，９４７ 円

２，７００ 円 ２，９８４ 円

２，７００ 円 ３，００１ 円

南有馬処理区：33.3人/ha

１処理場（南有馬浄化センター）

１処理区（南有馬処理区）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適
平成32年4月1日法適（全部適用）予定

南島原市下水道事業経営戦略

南島原市

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

特定環境保全公共下水道事業

南有馬処理区：平成19年3月31日（9年）

実施実績なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系の設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を使用している場合：1月に1人当たり６㎥を使用したものと認定する｡

市の水道水と市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を併用して使用している場合：水道水以外の使用水量を1月に1人当たり３㎥で計
算した水量とし、水道水の使用水量に加えた水量とする｡

基本料金       　　          （汚水量   5㎥まで）　  　　　　　　　　 　　　　756円
　　〃                 　　 　　（    〃     5㎥を超え、 10㎥まで）    　　　1,188円
超過料金（1㎥につき）  　（    〃    10㎥を超え、 50㎥まで）   　 　151．2円
 　 〃 　　　　　　　　　　　　（　 〃    50㎥を超え、100㎥まで） 　　 　194．4円
 　 〃　 　　　　　　　　　　　（　  〃  100㎥を超え、300㎥まで） 　　 　237．6円
 　 〃　　　　　　　 　　　　　（　　〃  300㎥を超える部分）　     　　  　280．8円　　　※なお、汚水量は、水道水の使用水量に基づくものである。また、１０円未満の端数は切捨てとなる｡
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

処理場・マンホールポンプ等の運転管理業務を民間委託（1処理区）

民 間 活 用 の 状 況

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した経営比較分析表に補足事項等がある場合は記載すること。

特になし

職 員 数 　９名（課長：１名、総務班：３名（班長１名、班員２名）、整備管理班：５名（班長１名、班員４名）

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5
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1‐
経
営
の
健
全
性
・
効
率
性
に
つ
い
て

①
の
収
益
的
収
支
比
率
に
つ
い
て
、
償
還
金
返
済
の
ピ
ー
ク

を
平
成
28
年
度
に
迎
え
る
た
め
、
そ
れ
ま
で
は
減
小
傾
向
が

続
き
、
平
成
29
年
度
以
降
、
改
善
さ
れ
て
い
く
見
込
み
で
あ

る
。
使
用
料
に
お
い
て
は
、
現
在
、
面
整
備
中
で
あ
る
た

め
、
微
増
傾
向
で
あ
る
が
、
総
収
益
に
つ
い
て
は
、
使
用
料

以
外
の
収
入
(他
会
計
繰
入
金
)
に
依
存
し
て
い
る
と
こ
ろ

が
大
き
い
。

④
の
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
に
つ
い
て
、
平
成
27
年

度
か
ら
一
般
会
計
負
担
額
の
算
定
方
法
を
見
直
し
た
こ
と
か

ら
、
数
値
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

⑤
の
経
費
回
収
率
に
つ
い
て
、
使
用
料
が
増
加
傾
向
で
は
あ

る
も
の
の
増
加
幅
は
僅
か
な
も
の
で
あ
り
、
横
ば
い
状
況
で

あ
る
。
数
値
か
ら
も
、
使
用
料
が
少
な
く
、
使
用
料
以
外
の

収
入
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
類
似
団
体
と

の
比
較
で
は
劣
位
で
あ
り
爺
離
し
て
い
る
。

⑥
の
汚
水
処
理
原
価
に
つ
い
て
も
、
総
収
益
に
対
す
る
使
用

料
の
率
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
類
似
団
体
と
比
較
し
て
も
数

値
は
劣
位
で
あ
り
柔
離
し
て
い
る
。

⑦
の
施
設
利
用
率
に
つ
い
て
、
面
整
備
中
の
こ
と
か
ら
、
数

値
は
増
加
傾
向
で
あ
る
が
、
大
幅
な
利
用
者
増
は
見
込
め
な

い
。
後
継
者
が
な
い
高
齢
世
帯
の
増
加
等
か
ら
、
水
洗
化
率

の
増
加
が
見
込
め
ず
、
平
成
26
年
度
に
処
理
認
可
区
域
を
約

1/
2に
縮
小
変
更
し
た
経
緯
が
あ
り
、
類
似
団
体
と
の
比
較

で
も
劣
位
で
あ
る
。
効
率
的
な
施
設
の
運
用
が
求
め
ら
れ

る
。
⑧
の
水
洗
化
率
に
つ
い
て
、
今
後
、
供
用
開
始
か
ら
の
期
間

が
増
え
る
に
つ
れ
、
水
洗
化
率
は
増
加
し
て
い
く
も
の
と
思

わ
れ
る
が
、
今
後
、
人
口
減
少
の
加
速
か
ら
、
処
理
区
域
内

の
人
口
の
数
は
減
少
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
^

2‐
老
朽
化
の
状
況
に
つ
い
て

・
供
用
開
始
後
間
も
な
い
(1
5年
未
満
)
た
め
、
特
に
コ
メ

ン
ト
な
し
。

全
体
総
括

・
処
理
区
域
内
人
口
が
lo
,0
00
人
以
下
の
特
定
環
境
保
全
下

水
道
の
中
で
も
、
当
市
は
処
理
区
域
内
人
口
が
1,
50
0人
未

満
の
過
疎
地
域
で
あ
り
、
類
似
団
体
の
中
で
も
処
理
区
域
内

人
口
が
少
な
い
。
よ
っ
て
、
有
収
水
量
も
少
な
く
類
似
団
体

と
の
数
値
比
較
に
お
い
て
も
、
す
べ
て
の
数
値
に
つ
い
て
劣

位
傾
向
で
あ
る
。

・
面
整
備
中
で
あ
る
た
め
、
あ
と
数
年
は
、
料
金
収
入
の
数

値
に
お
い
て
、
改
善
傾
向
を
見
せ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
ま

た
、
ま
も
な
く
償
還
金
の
返
済
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
た
め
、
そ

の
後
は
経
営
状
況
も
改
善
傾
向
と
な
る
見
込
で
あ
る
が
、
近

い
将
来
人
口
減
少
に
伴
う
、
料
金
収
入
の
減
は
避
け
ら
れ
な

い
状
況
で
あ
る
。

・
長
期
的
に
経
営
を
継
続
し
て
い
く
に
は
、
今
後
も
料
金
未

納
者
を
極
力
な
く
し
、
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
等
不
断
の

経
営
改
善
努
力
は
も
と
よ
り
、
大
規
模
な
料
金
改
定
も
視
野

に
入
れ
、
繰
入
金
へ
の
依
存
体
質
を
抜
本
的
に
改
革
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
思
わ
れ
る

ラ
フ
凡
例
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当
該
団
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値
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似
団
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均
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均
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)

【
]
平
成
27
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全
国
平
均



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　使用料については、将来予想される有収水量（人口減少を加味）をもとに収納額を算定しています。
　受益者負担金については、歳入の前年度に供用開始となる世帯を推計し、過去の実績をもとに一括納付者と分割納付者とを按分し、収納額を算定しています。
　国庫補助金及び起債額については、今後10年間における整備計画をもとに歳入額を算定しています。
　また、起債借入については、補助裏のみの借入を基本的な考えとしております。

　一般会計からの繰入金については、分流式下水道に要する経費等、総務省の基準に基づく基準内繰入金及び使用料等では不足する部分を基準外繰入金とし
て算定しております。

　職員給与費については、現体制の損益勘定職員（1名）及び資本勘定職員（1名）をもとに、実績ベースにより算定しました。
　動力費・薬品費については、将来予想される有収水量をもとに必要経費を算定しました。
　修繕費については、予防修繕を計画的に行うことにより、突発的な経費の発生を抑制しており、実績ベースにより算定しています。
　委託料については、複数年委託などのコスト削減に向けた取組みを既に行っており、今後、大幅な削減は難しいと考え、実績ベースにより算定しています。

　未普及解消事業については、平成30年度の事業完了に向け順次整備を実施いたします。
今後の主な事業内容は、管渠工（露田地区　400ｍ）、舗装工一式。
　
　平成31～32年度に、ストックマネジメント計画策定予定。
平成33年度からは、ストックマネジメント計画に基づく長寿命事業に取り組むこととしています。

　「住みやすい環境で健康に暮らせるまち」を基本理念に、市民の安全で快適な暮らしを守るため、下水道事業を持続的かつ安定的に運営し、快適で安全・安心
に暮らせるまちづくりの実現に努めます。

○快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　本市の下水道普及率（行政人口に対する下水道整備済の処理区域内人口の割合）は、平成２７年度末で１５.８％と全国平均値と比較してかなりの低水準となって
います。これは、市町村合併により下水道整備の未計画を含んでいるためでありますが、市民の生活環境改善や利便性の向上が求められます。
　人口減少や少子高齢化等の社会情勢の変化の中で、市内の地理的、社会的特性に応じた整備手法を取り入れながら、普及率向上に努めます。

○水洗化の促進
　下水道資産の有効利用、料金収入の増加のため、供用開始区域の未接続世帯に対して、現在実施している戸別訪問を継続し、さらに計画的かつ効率的な戸別
訪問指導や水洗化工事に対する融資斡旋制度、補助金制度等の更なる周知を行うなど、積極的な水洗化促進対策を図ります。

○持続可能な安定した事業経営の実現
　施設の効率的な運転管理により、なお一層の維持管理経費の節減に取り組んで行くほか、総務省からの要請に基づき、経営の健全性や計画性・透明性の向上
及び持続可能な下水道事業の推進のため、平成３２年４月に地方公営企業法の財務適用を行い、中長期的視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネー
ジメントの向上に取り組みます。また、今般全国的に発生している地震や風水害等の大規模災害時に下水道が果たすべき機能を維持・回復するため、平成２９年
度に「南島原市下水道事業業務継続計画（BCP）」の策定を行い、減災対策の充実に取り組みます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　単価契約を行うなど経費節減に努めています。

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在は管渠整備中で、流量も安定していないため、整備がある程度完了し、維持管理が事業の主体
となった段階で民間活力を活用する方針を検討したいと考えております。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　平成32年度に地方公営企業法の適用により、官庁会計方式から企業会計方式へ会計手法が変更されるのに合
わせて、事後検証及び経営戦略の見直し（ローリング）を行う予定であります。

職員給与費に関する事項

　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏
まえるとともに、他の地方公共団体の均衡を考慮しながら、条例で定め決定し、給与の適正化に努めて
います。
　職員数については、定員適正化計画を踏まえ、平成３０年度の整備完了後は、職員数の減員を考え
ます

動力費に関する事項
　処理場やポンプ場の機器等の更新時には、省エネルギーの機器等の導入をするなど、可能な限り消
費電力の削減に努めます。

修繕費に関する事項

　事業開始から９年を経過することから、今後は修繕経費が増加傾向にあるため、計画的に修繕を行っ
ていく必要がある。維持管理面では、現在実施中の地方公営企業法適用業務の資産調査・評価の完
了後に資産管理（アセットマネージメント）を行い、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施して
いく必要がある。

委託費に関する事項
　現在、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、コミュニティ・プラント
の各施設を一括して発注しておりますが、可能な限り長期継続契約にて行うなど、委託費の節減に努め
ています。

その他の取組 特になし

薬品費に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　滞納整理について、現在未整備の債権管理条例が早期に策定されることがあれば、それにより悪質な
滞納者に対しては、差し押さえ等の措置の検討を行い、回収不能については、執行停止等の処分を検
討したいと考えております。
　未接続対策については、既に行っている戸別訪問を強化・継続し、接続の勧奨を実施します。

活用できる資産がないため、検討を行っておりません。

　現在実施しております地方公営企業法適用業務の固定資産調査を受け、平成32年度から地方公営
企業法の財務規定を適用した経営戦略に見直す予定でありますが、その際に、合併後の検討課題でも
あった使用料の見直しについて、長期的な見通しに立った適正な使用料への見直しを検討することとし
ます｡

使用料の見直しに関する事項

特になし

　処理場及び管渠は供用開始から９年程度であり、老朽度が比較的低いため、更新に伴う改築や更新
における民間資金・ノウハウの活用に対する検討は行っておりません。処理場の管理については、現在
実施している民間委託の継続を考えております。

特になし

特になし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２，３１０ 円 ２，５０６ 円

２，３７０ 円 ２，５６４ 円

２，３７０ 円 ２，５６４ 円

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系の設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を使用している場合：専用のメーター器の使用水量となる｡

市の水道水と市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を併用して使用している場合：水道水の使用水量と専用メーター器の使用水量を
合計した使用水量となる｡

基本料金       　           （汚水量 10㎥まで）　  　   1,080円
超過料金（1㎥につき）  　（10㎥を超え部分）   　 　129．6円

※なお、汚水量は、水道水の使用水量に基づくものである。また、１０円未満の端数は切捨てとなる｡

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

実施実績なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適
平成32年4月1日法適（全部適用）予定

南島原市下水道事業経営戦略

南島原市

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

農業集落排水事業

西有家町
慈恩寺・見岳処理区：平成15年12月8日
　　　　　　　　　　　　（13年）

西有家町
慈恩寺・見岳処理区：22.9人/ha

１処理場（慈恩寺・見岳地区エコクリーンセンター）

１処理区（西有家町慈恩寺・見岳処理区）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

- 15 -



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した経営比較分析表に補足事項等がある場合は記載すること。

特になし

職 員 数 　９名（課長：１名、総務班：３名（班長１名、班員２名）、整備管理班：５名（班長１名、班員４名）

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

処理場の運転管理業務を民間委託（1処理区）

民 間 活 用 の 状 況

- 16 -
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1.
経
営
の
健
全
性
・
効
率
性
に
つ
い
て

①
の
収
益
的
収
支
比
率
に
つ
い
て
、
数
値
が
上
昇
し
て
い
る

の
は
、
前
年
度
よ
り
償
還
金
が
減
小
し
た
た
め
で
あ
る
。
償

還
金
返
済
が
ピ
ー
ク
を
過
ぎ
た
た
め
、
今
後
、
数
値
は
改
善

さ
れ
て
い
く
見
込
み
で
あ
る
。
使
用
料
に
お
い
て
は
、
微
増

傾
向
で
あ
る
が
、
総
収
益
に
つ
い
て
は
、
使
用
料
以
外
の
収

入
(他
会
計
繰
入
金
)
に
依
存
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
大
き

い
。
④
の
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
に
つ
い
て
、
平
成
27
年

度
か
ら
一
般
会
計
負
担
額
の
算
定
方
法
を
見
直
し
た
こ
と
か

ら
、
数
値
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

⑤
の
経
費
回
収
率
に
つ
い
て
、
使
用
料
の
増
加
傾
向
及
び
汚

水
処
理
費
の
減
少
傾
向
に
伴
い
、
数
値
は
微
増
傾
向
で
あ

る
。
数
値
か
ら
も
、
使
用
料
が
少
な
く
、
使
用
料
以
外
の
収

入
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
類
似
団
体
と
の

比
較
で
は
劣
位
で
あ
り
柔
離
し
て
い
る
。

⑥
の
汚
水
処
理
原
価
に
つ
い
て
、
年
間
有
収
水
量
の
増
加
傾

向
及
び
継
続
的
な
維
持
管
理
費
の
経
費
削
減
取
組
み
に
よ
る

汚
水
処
理
費
の
減
少
に
伴
い
、
原
価
は
下
が
っ
て
き
て
い
る

が
、
類
似
団
体
と
の
比
較
で
は
劣
位
で
あ
り
柔
離
し
て
い

る
。
⑦
の
施
設
利
用
率
に
つ
い
て
、
処
理
区
域
内
人
口
が
減
少
傾

向
で
も
あ
り
、
今
後
、
徐
々
に
減
小
し
て
い
こ
も
の
と
思
わ

れ
る
。
類
似
団
体
と
の
比
較
で
も
劣
位
で
あ
る
。

⑧
の
水
洗
化
率
に
つ
い
て
、
今
後
、
供
用
開
始
か
ら
の
期
間

が
増
え
る
に
つ
れ
、
水
洗
化
率
は
増
加
し
て
い
く
も
の
と
思

わ
れ
る
が
、
今
後
、
人
口
減
少
の
加
速
か
ら
、
処
理
区
域
内

の
人
口
の
数
は
減
少
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

2.
老
朽
化
の
状
況
に
つ
い
て

・
供
用
開
始
後
間
も
な
い
(1
5年
未
満
)
た
め
、
特
に
コ
メ

ン
ト
な
し
。

全
体
総
括

・
類
似
団
体
(供
用
開
始
後
15
年
未
満
)
と
の
数
値
比
較
に

お
い
て
も
、
す
べ
て
の
数
値
に
お
い
て
劣
位
で
あ
る
。
こ
れ

は
、
処
理
区
域
内
人
口
密
度
も
少
な
い
過
疎
地
域
で
あ
る
た

め
、
大
口
の
需
要
者
が
少
な
く
、
有
収
水
量
が
少
な
い
か
ら

と
思
わ
れ
る
。

・
近
い
将
来
人
口
減
少
に
伴
う
‐
料
金
収
入
の
減
は
避
け
ら

れ
な
い
状
況
で
あ
る
。

・
長
期
的
に
経
営
を
継
続
し
て
い
く
に
は
、
今
後
も
料
金
未

納
者
を
極
力
な
く
し
、
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
等
不
断
の

経
営
改
善
努
力
は
も
と
よ
り
、
大
規
模
な
料
金
改
定
も
視
野

に
入
れ
、
繰
入
金
へ
の
依
存
体
質
を
抜
本
的
に
改
革
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
思
わ
れ
る
。

ラ
フ
凡

■
当
該
団
体
値
(当
該
値
)

一
類
似
団
体
平
均
値
(平
均
値
)

〔
】
平
成
27
年
度
全
国
平
均



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　整備事業は既に完了しており、当面の投資予定なし。

　「住みやすい環境で健康に暮らせるまち」を基本理念に、市民の安全で快適な暮らしを守るため、下水道事業を持続的かつ安定的に運営し、快適で安全・安心
に暮らせるまちづくりの実現に努めます。

○快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
　本市の下水道普及率（行政人口に対する下水道整備済の処理区域内人口の割合）は、平成２７年度末で１５.８％と全国平均値と比較してかなりの低水準となって
います。これは、市町村合併により下水道整備の未計画を含んでいるためでありますが、市民の生活環境改善や利便性の向上が求められます。
　人口減少や少子高齢化等の社会情勢の変化の中で、市内の地理的、社会的特性に応じた整備手法を取り入れながら、普及率向上に努めます。

○水洗化の促進
　下水道資産の有効利用、料金収入の増加のため、供用開始区域の未接続世帯に対して、現在実施している戸別訪問を継続し、さらに計画的かつ効率的な戸別
訪問指導や水洗化工事に対する融資斡旋制度、補助金制度等の更なる周知を行うなど、積極的な水洗化促進対策を図ります。

○持続可能な安定した事業経営の実現
　施設の効率的な運転管理により、なお一層の維持管理経費の節減に取り組んで行くほか、総務省からの要請に基づき、経営の健全性や計画性・透明性の向上
及び持続可能な下水道事業の推進のため、平成３２年４月に地方公営企業法の財務適用を行い、中長期的視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネー
ジメントの向上に取り組みます。また、今般全国的に発生している地震や風水害等の大規模災害時に下水道が果たすべき機能を維持・回復するため、平成２９年
度に「南島原市下水道事業業務継続計画（BCP）」の策定を行い、減災対策の充実に取り組みます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　使用料については、将来予想される有収水量（人口減少を加味）をもとに収納額を算定しています。
　受益者負担金については、歳入の前年度に供用開始となる世帯を推計し、過去の実績をもとに一括納付者と分割納付者とを按分し、収納額を算定しています。
　国庫補助金及び起債額については、今後10年間における整備計画をもとに歳入額を算定しています。
　また、起債借入については、補助裏のみの借入を基本的な考えとしております。

　一般会計からの繰入金については、分流式下水道に要する経費等、総務省の基準に基づく基準内繰入金及び使用料等では不足する部分を基準外繰入金とし
て算定しております。

　職員給与費については、現体制の損益勘定職員（1名）及び資本勘定職員（0名）をもとに、実績ベースにより算定しました。
　動力費・薬品費については、将来予想される有収水量をもとに必要経費を算定しました。
　修繕費については、予防修繕を計画的に行うことにより、突発的な経費の発生を抑制しており、実績ベースにより算定しています。
　委託料については、複数年委託などのコスト削減に向けた取組みを既に行っており、今後、大幅な削減は難しいと考え、実績ベースにより算定しています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　単価契約を行うなど経費節減に努めています。

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特になし

　処理場及び管渠は供用開始から１３年程度であり、老朽度が比較的低いため、更新に伴う改築や更
新における民間資金・ノウハウの活用に対する検討は行っておりません。処理場の管理については、現
在実施している民間委託の継続を考えております。

特になし

特になし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　滞納整理について、現在未整備の債権管理条例が早期に策定されることがあれば、それにより悪質な
滞納者に対しては、差し押さえ等の措置の検討を行い、回収不能については、執行停止等の処分を検
討したいと考えております。
　未接続対策については、既に行っている戸別訪問を強化・継続し、接続の勧奨を実施します。

活用できる資産がないため、検討を行っておりません。

　現在実施しております地方公営企業法適用業務の固定資産調査を受け、平成32年度から地方公営
企業法の財務規定を適用した経営戦略に見直す予定でありますが、その際に、合併後の検討課題でも
あった使用料の見直しについて、長期的な見通しに立った適正な使用料への見直しを検討することとし
ます｡

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　平成32年度に地方公営企業法の適用により、官庁会計方式から企業会計方式へ会計手法が変更されるのに合
わせて、事後検証及び経営戦略の見直し（ローリング）を行う予定であります。

職員給与費に関する事項
　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏
まえるとともに、他の地方公共団体の均衡を考慮しながら、条例で定め決定し、給与の適正化に努めて
います。

動力費に関する事項
　処理場の機器等の更新時には、省エネルギーの機器等の導入をするなど、可能な限り消費電力の削
減に努めます。

修繕費に関する事項

　事業開始から１３年を経過することから、今後は修繕経費が増加傾向にあるため、計画的に修繕を
行っていく必要がある。維持管理面では、現在実施中の地方公営企業法適用業務の資産調査・評価の
完了後に資産管理（アセットマネージメント）を行い、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施し
ていく必要がある。

委託費に関する事項
　現在、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、コミュニティ・プラント
の各施設を一括して発注しておりますが、可能な限り長期継続契約にて行うなど、委託費の節減に努め
ています。

その他の取組 特になし

薬品費に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在は管渠整備中で、流量も安定していないため、整備がある程度完了し、維持管理が事業の主体
となった段階で民間活力を活用する方針を検討したいと考えております。
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平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２，６２０ 円 ２，９４７ 円

２，７００ 円 ２，９８４ 円

２，７００ 円 ３，００１ 円

南有馬処理区：28.4ha

１処理場（南有馬浄化センター）

１処理区（南有馬処理区）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適
平成32年4月1日法適（全部適用）予定

南島原市下水道事業経営戦略

南島原市

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

漁業集落排水事業

南有馬処理区：平成19年3月31日（9年）

実施実績なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系の設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を使用している場合：1月に1人当たり６㎥を使用したものと認定する｡

市の水道水と市の水道水以外の水（地区水・井戸水など）を併用して使用している場合：水道水以外の使用水量を1月に1人当たり３㎥で計
算した水量とし、水道水の使用水量に加えた水量とする｡

基本料金       　　          （汚水量   5㎥まで）　  　　　　　　　　 　　　　756円
　　〃                 　　 　　（    〃     5㎥を超え、 10㎥まで）    　　　1,188円
超過料金（1㎥につき）  　（    〃    10㎥を超え、 50㎥まで）   　 　151．2円
 　 〃 　　　　　　　　　　　　（　 〃    50㎥を超え、100㎥まで） 　　 　194．4円
 　 〃　 　　　　　　　　　　　（　  〃  100㎥を超え、300㎥まで） 　　 　237．6円
 　 〃　　　　　　　 　　　　　（　　〃  300㎥を超える部分）　     　　  　280．8円　　　※なお、汚水量は、水道水の使用水量に基づくものである。また、１０円未満の端数は切捨てとなる｡
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

処理場の運転管理業務を民間委託（1処理区）

民 間 活 用 の 状 況

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した経営比較分析表に補足事項等がある場合は記載すること。

特になし

職 員 数 　９名（課長：１名、総務班：３名（班長１名、班員２名）、整備管理班：５名（班長１名、班員４名）

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5
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落
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収
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1.
経
営
の
健
全
性
・
効
率
性
に
つ
い
て

①
の
収
益
的
収
支
比
率
に
つ
い
て
、
減
少
傾
向
で
あ
る
が
、

こ
れ
は
地
方
債
償
還
金
の
返
済
額
増
加
に
よ
る
も
の
で
、
平

成
28
年
度
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
平
成
29
年
度
以
降
改
善
傾
向

へ
と
転
じ
る
見
込
み
で
あ
る
。
使
用
料
に
お
い
て
は
、
微
増

傾
向
で
あ
る
が
、
総
収
益
に
つ
い
て
は
、
使
用
料
以
外
の
収

入
(他
会
計
繰
入
金
)
に
依
存
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
大
き

い
。
④
の
企
業
債
残
高
対
事
業
規
模
比
率
に
つ
い
て
、
平
成
27
年

度
か
ら
一
般
会
計
負
担
額
の
算
定
方
法
を
見
直
し
た
こ
と
か

ら
、
数
値
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

⑤
の
経
費
回
収
率
に
つ
い
て
、
使
用
料
の
増
加
傾
向
及
び
汚

水
処
理
費
の
減
少
傾
向
に
伴
い
、
数
値
は
微
増
傾
向
で
あ

る
。
数
値
か
ら
も
、
使
用
料
が
少
な
く
、
使
用
料
以
外
の
収

入
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
類
似
団
体
と
の

比
較
で
は
劣
位
で
あ
り
黍
離
し
て
い
る
。

⑥
の
汚
水
処
理
原
価
に
つ
い
て
、
年
間
有
収
水
量
の
増
加
傾

向
及
び
継
続
的
な
維
持
管
理
費
の
経
費
削
減
取
組
み
に
よ
る

汚
水
処
理
費
の
減
少
に
伴
い
、
原
価
は
下
が
っ
て
き
て
い
る

が
、
類
似
団
体
と
の
比
較
で
は
劣
位
で
あ
る
。

⑦
の
施
設
利
用
率
に
つ
い
て
、
隣
接
の
特
定
環
境
保
全
公
共

下
水
道
の
処
理
場
を
利
用
し
て
い
る
た
め
、
利
用
数
値
の
計

上
は
な
い
。

⑧
の
水
洗
化
率
に
つ
い
て
、
設
置
済
人
口
の
減
小
が
目
立
ち

減
少
傾
向
で
あ
る
。

2.
老
朽
化
の
状
況
に
つ
い
て

・
供
用
開
始
後
間
も
な
い
(1
5年
未
満
)
た
め
、
特
に
コ
メ

ン
ト
な
し
。

全
体
総
括

・
償
還
金
の
返
済
ピ
ー
ク
を
過
ぎ
る
た
め
平
成
29
年
以
降
、

収
益
的
収
支
比
率
が
改
善
傾
向
へ
と
転
じ
る
見
込
み
。
処
理

区
域
内
人
口
力
t4
00
人
未
満
の
過
疎
地
域
で
あ
り
、
処
理
区

域
内
人
口
10
0人
以
上
5,
00
0人
未
満
の
漁
業
集
落
排
水
の
中

で
も
処
理
区
域
内
人
口
が
少
な
く
有
収
水
量
が
少
な
い
た

め
、
類
似
団
体
(供
用
開
始
後
15
年
未
満
)
と
の
数
値
比
較

に
お
い
て
も
、
す
べ
て
の
数
値
に
つ
い
て
劣
位
で
あ
る
。

・
近
い
将
来
人
口
減
少
に
伴
う
、
料
金
収
入
の
減
は
避
け
ら

れ
な
い
状
況
で
あ
る
。

・
長
期
的
に
経
営
を
継
続
し
て
い
く
に
は
、
今
後
も
料
金
未

納
者
を
極
力
な
く
し
、
施
設
維
持
管
理
費
の
削
減
等
不
断
の

経
営
改
善
努
力
は
も
と
よ
り
、
大
規
模
な
料
金
改
定
も
視
野

に
入
れ
、
繰
入
金
へ
の
依
存
体
質
を
抜
本
的
に
改
革
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
思
わ
れ
る
。

ラ
フ
凡
唖

■
当
該
団
体
値
(当
該
値
)

一
類
似
団
体
平
均
値
(平
均
値
)

【
1
平
成
27
年
度
全
国
平
均



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　使用料については、将来予想される有収水量（人口減少を加味）をもとに収納額を算定しています。
　受益者負担金については、歳入の前年度に供用開始となる世帯を推計し、過去の実績をもとに一括納付者と分割納付者とを按分し、収納額を算定しています。
　国庫補助金及び起債額については、今後10年間における整備計画をもとに歳入額を算定しています。
　また、起債借入については、補助裏のみの借入を基本的な考えとしております。

　一般会計からの繰入金については、分流式下水道に要する経費等、総務省の基準に基づく基準内繰入金及び使用料等では不足する部分を基準外繰入金とし
て算定しております。

　職員給与費については、現体制の損益勘定職員（1名）及び資本勘定職員（0名）をもとに、実績ベースにより算定しました。
　動力費・薬品費については、将来予想される有収水量をもとに必要経費を算定しました。
　修繕費については、予防修繕を計画的に行うことにより、突発的な経費の発生を抑制しており、実績ベースにより算定しています。
　委託料については、複数年委託などのコスト削減に向けた取組みを既に行っており、今後、大幅な削減は難しいと考え、実績ベースにより算定しています。

　整備事業は既に完了しており、当面の投資予定なし。

　「住みやすい環境で健康に暮らせるまち」を基本理念に、市民の安全で快適な暮らしを守るため、下水道事業を持続的かつ安定的に運営し、快適で安全・安心
に暮らせるまちづくりの実現に努めます。

○快適で安全・安心に暮らせるまちづくり
  本市の下水道普及率（行政人口に対する下水道整備済の処理区域内人口の割合）は、平成２７年度末で１５.８％と全国平均値と比較してかなりの低水準となって
います。これは、市町村合併により下水道整備の未計画を含んでいるためでありますが、市民の生活環境改善や利便性の向上が求められます。
　人口減少や少子高齢化等の社会情勢の変化の中で、市内の地理的、社会的特性に応じた整備手法を取り入れながら、普及率向上に努めます。

○水洗化の促進
　下水道資産の有効利用、料金収入の増加のため、供用開始区域の未接続世帯に対して、現在実施している戸別訪問を継続し、さらに計画的かつ効率的な戸別
訪問指導や水洗化工事に対する融資斡旋制度、補助金制度等の更なる周知を行うなど、積極的な水洗化促進対策を図ります。

○持続可能な安定した事業経営の実現
　施設の効率的な運転管理により、なお一層の維持管理経費の節減に取り組んで行くほか、総務省からの要請に基づき、経営の健全性や計画性・透明性の向上
及び持続可能な下水道事業の推進のため、平成３２年４月に地方公営企業法の財務適用を行い、中長期的視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネー
ジメントの向上に取り組みます。また、今般全国的に発生している地震や風水害等の大規模災害時に下水道が果たすべき機能を維持・回復するため、平成２９年
度に「南島原市下水道事業業務継続計画（BCP）」の策定を行い、減災対策の充実に取り組みます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　単価契約を行うなど経費節減に努めています。

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在は管渠整備中で、流量も安定していないため、整備がある程度完了し、維持管理が事業の主体
となった段階で民間活力を活用する方針を検討したいと考えております。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　平成32年度に地方公営企業法の適用により、官庁会計方式から企業会計方式へ会計手法が変更されるのに合
わせて、事後検証及び経営戦略の見直し（ローリング）を行う予定であります。

職員給与費に関する事項
　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏
まえるとともに、他の地方公共団体の均衡を考慮しながら、条例で定め決定し、給与の適正化に努めて
います。

動力費に関する事項
　処理場の機器等の更新時には、省エネルギーの機器等の導入をするなど、可能な限り消費電力の削
減に努めます。

修繕費に関する事項

　事業開始から９年を経過することから、今後は修繕経費が増加傾向にあるため、計画的に修繕を行っ
ていく必要がある。維持管理面では、現在実施中の地方公営企業法適用業務の資産調査・評価の完
了後に資産管理（アセットマネージメント）を行い、老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施して
いく必要がある。

委託費に関する事項
　現在、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、コミュニティ・プラント
の各施設を一括して発注しておりますが、可能な限り長期継続契約にて行うなど、委託費の節減に努め
ています。

その他の取組 特になし

薬品費に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　滞納整理について、現在未整備の債権管理条例が早期に策定されることがあれば、それにより悪質な
滞納者に対しては、差し押さえ等の措置の検討を行い、回収不能については、執行停止等の処分を検
討したいと考えております。
　未接続対策については、既に行っている戸別訪問を強化・継続し、接続の勧奨を実施します。

活用できる資産がないため、検討を行っておりません。

　現在実施しております地方公営企業法適用業務の固定資産調査を受け、平成32年度から地方公営
企業法の財務規定を適用した経営戦略に見直す予定でありますが、その際に、合併後の検討課題でも
あった使用料の見直しについて、長期的な見通しに立った適正な使用料への見直しを検討することとし
ます｡

使用料の見直しに関する事項

特になし

　処理場及び管渠は供用開始から９年程度であり、老朽度が比較的低いため、更新に伴う改築や更新
における民間資金・ノウハウの活用に対する検討は行っておりません。処理場の管理については、現在
実施している民間委託の継続を考えております。

特になし

特になし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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